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第 2 章では、経済状況が大きく異なる 1985 年、 1990 年、 1995 年の産業連関表をデータベースとして、波及効果
を限定する手法「限定間接効果算入法j を提案し、建設業の資源消費量、二酸化炭素排出量及び建設分野が日本の二
酸化炭素排出量に占める比率を明らかにした。




第 4 章では、第 3 章で構築した環境負荷算出手順を基に建築計画の初期段階でライフサイクル廃棄物 (LCW) 、ラ
イフサイクル最終処分量 (LCL) 、ライフサイクル C02 (LCC02) の算出を実施できるシステムを構築した。さらに、
モデルピル (RC 造、 S 造)を対象に LCW 、 LCL と LCC02 を分析し、建物使用年数の延長と、廃棄物のリサイク
ル率の向上による LCL の低減効果、高炉セメント利用による LCC02 削減の有効性を示した。
第 5 章では、長寿命化のための対応策として高耐久性、階高の増加を取り上げ、モデルヒ守ル (RC 造)を対象にそ
れぞれの対応策に伴う LCW、 LCL と LCC02 を分析し、ライフサイクルにおける効果を検討した。階高の変更によ





































築設計者が比較的簡単に、代替案の比較が有用な計画の初期段階において、 LCC02、 LCW、 LCL が算出できるシス
テムも構築しており、研究成果の普及に対しても十分な配慮がなされている。このように、本論文は、環境工学の発
展および、建築物の環境性の向上を通して社会に寄与するところ大である。よって、本論文は博士論文止して価値あ
るものと認める。
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